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の抑止効果を期待して、国際刑事裁判所規程に入ろうとする国がないとも限ら
ない。非締約国に対する侵略犯罪の除外は一見条約体制を弱体化させるものと
も思えるけれども、見方によっては、非締約国は国際刑事裁判所規程に入るこ
とが一層強く期待されているとも捉えられるのである。
侵略犯罪の国際刑事裁判所管轄権からの免除については、改正決議上、締約
国も宣言を行うことにより国際刑事裁判所の管轄権からの除外を認められてお
り（改正決議RC/Res.６前文第１項、第15条bis）、これについても国際刑事裁
判所規程という条約の一体性を損なうものと評価しうる。しかしながら、そう
した宣言をする国は国際政治的孤立を余儀なくされ、管轄権除外宣言をした国
は外交上の困難に直面するであろうことが予想される。こうして見ると、この
宣言は現在の非締約国に向けた安全弁に過ぎず、加盟国が実際に利用すること
はほとんどないのではないかと予想される。
改正の抱えるその他の今後の課題として、手続上の困難が挙げられる。改正
が有効となるには30カ国の批准か受諾を要請する。さらに、国際刑事裁判所
が侵略犯罪に対する管轄権を行使できるようになるまでに経過すべき期間とし
て、30カ国の批准か受諾を数えてから一年後を必要とする上、期間についての
条件はもう一つあり、2017年１月１日以降に、改正に必要な数と同数の締約国
の多数決によって管轄権行使の許可がなされることとなっている。従って、こ
の改正決議に則り、最速で国際刑事裁判所の侵略犯罪に対する管轄権を有効に
しようとすれば、2016年１月１日までに30カ国の批准か受諾を集められるよ
うに各締約国は改正の受諾に向けて努力しなければならない。
国際刑事裁判所は国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪（規程前文第
５項）の不処罰に効果的に対処する為、設置された裁判所である。従って、一
面で、国際刑事裁判所は国際社会全体の利益を実現するという国際公共利益を
背景に設立されながらも、資源的制約などの考慮により、国内刑事裁判所に不
処罰に対処する一義的責任を負わせ、国際刑事裁判所は国家の刑事管轄権を補
完する立場にあるという補完主義を採用している（前文第11項、規程第10条）。
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補完性の原則は分権的国際社会構造における国際公共利益の実現のひとつの形
とも言えよう。今回の改正を通じ、締約国、非締約国に侵略犯罪に対する国際
刑事裁判所の管轄権からの除外を認めた国際刑事裁判所は、国際社会の分権的
性質を一層強く反映した制度となった。国際社会全体の関心事という普遍的な
価値観を背景にしながら、国際刑事裁判所は普遍的管轄権を持たず、今回の改
正により、侵略犯罪については締約国であっても国際刑事裁判所の管轄権を免
れる仕組みができたわけである。上述の通り、締約国となりながら国際刑事裁
判所の管轄権を免れることを公言することは、国際政治的に容易ではないこと
が予測されながらも、制度上、国際刑事司法体制の究極目的ともいえる普遍性
追及にとっては痛手である。今回、侵略犯罪が常設の国際刑事裁判所規程中に
定義され、日の目を見ることになったことは国際刑事法の歴史にとって、重要
なことである。少なくとも、侵略犯罪に対して国際社会の政治的懸念が一定程
度払しょくされたことを示していよう。今後の国際刑事裁判所の侵略犯罪に関
する実績の積み重ねが公正なものであれば、侵略犯罪に対する国際社会の懸念
が一層拭われ、次回の規程検討会議で今般の改正決議の侵略犯罪に関する短所
が克服されることへとつながるのではなかろうか。
 （准教授　国際法）
[翻訳]
決議　RC/Res.6
2010年６月11日第13回全体会議においてコンセンサスにより採択
侵略犯罪
検討会議は、
ローマ規程第12条１項を想起し、
ローマ規程第５条２項を想起し、
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1998年７月17日の国際刑事裁判所設置の国際連合全権外交使節会議で採択され
た決議Ｆの７項も想起し、
侵略犯罪の作業の継続性についての決議ICC-ASP/a/Res.1をさらに想起し、侵
略犯罪に関する特別作業部会が侵略犯罪の規定についての提案を策定したこと
に感謝し、
締約国会議が侵略犯罪の規定の提案を検討のために検討会議へ回付した決議
ICC-ASP/8/Res.6に留意し、
できる限り早く侵略犯罪に対する裁判所の管轄権を活性化させることを決意
し、
１．国際刑事裁判所のローマ規程（以下、「規程」）の第５条２項に従い、本決
議付属書Ⅰに含まれる規程の改正を採択することを決定する；本決議付属書
Ⅰは、批准と受諾を条件とし、第121条５項に従って効力を発生する；批准
又は受諾前にいかなる締約国も第15条bisに言及される宣言を提出できる；
２．本決議付属書IIに含まれる犯罪の構成要件の改正も採択することを決定す
る；
３．本決議付属書IIIに含まれる上述の改正の解釈に関する了解も採択するこ
とを決定する；
４．裁判所の管轄権の行使の開始後七年目に侵略犯罪の改正を検討することを
さらに決定する；
５．すべての国家が付属書Iに含まれる改正を批准か受諾することを要請する。
付属書Ⅰ
侵略犯罪についての国際刑事裁判所のローマ規程の改正
１．規程第５条２項は削除される。
２．以下の文章を規程第８条の後に挿入する：
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第８bis条
侵略犯罪
１．この規程の目的のため、「侵略犯罪」とは、その性質、重大性及び規模に
より国連憲章の明白な違反を構成し、国家の政治的もしくは軍事的行動を実
効的に支配もしくは指示する立場にある個人による侵略行為の計画、準備、
開始又は実行である。
２．第一項の目的のため、「侵略行為」とは、一国による他国の主権、領土保
全もしくは政治的独立に対する、または国際連合憲章と両立しないその他の
方法による武力の行使である。開戦宣言の有無にかかわらず、以下の行為
は1974年12月14日の国連総会決議3314 (XXIX)に従って侵略行為とみなされ
る。
ａ）一国の兵力による他国の領域への侵入もしくは攻撃、一時的なものであっ
てもこのような侵入もしくは攻撃の結果として生じた軍事占領または武力の
行使による他国の領域の全部もしくは一部の併合；
ｂ）一国の兵力による他国の領域に対する砲爆撃または一国による他国の領域
に対する兵器の使用；
ｃ）一国の兵力による他国の港または沿岸の封鎖；
ｄ）一国の兵力による他国の陸軍、海軍もしくは空軍または船体もしくは航空
隊に対する攻撃；
ｅ）受入国との合意に基づきその国の領域内に駐留する軍隊の合意に定められ
た条件に反する使用または当該合意終了後の当該領域内における当該軍隊の
駐留の継続；
ｆ）他国の使用に供した領域を、当該他国が第三国に対する侵略行為を行うた
めに使用することを許容する国の行為；
ｇ）前期の諸行為に相当する重大性を有する武力行為を他国に対して実行する
武装部隊、集団、不正規兵または傭兵の国による派遣もしくは国のための派
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遣またはこのような行為に対する国の実質的関与。
３．以下の文章を規程第８条の後に挿入する：
Article 15bis
侵略犯罪に対する管轄権の行使
(国家による付託、検察官の自己の発意)
１．裁判所は、この条文の規定に従うことを条件として、第13条(a)項及び(c)
項に従って侵略犯罪について管轄権を行使することができる。
２．裁判所は、締約国による改正の批准もしくは受諾が三十ヶ国となってから
一年経過後に行われた侵略犯罪に対してのみ管轄権を行使することができ
る。
３．規程改正の採択に必要な締約国の多数と同数の多数によって2017年１月１
日以降に下された決定を条件として、裁判所は、この規定に従い、侵略犯罪
について管轄権を行使することができる。
４．裁判所は、当該締約国が裁判所の管轄権を受け入れない旨、裁判所書記に
対して行う宣言により事前に宣言していない場合に限り、締約国が第12条に
従って、締約国によって行われた侵略行為から生じた侵略犯罪について管轄
権を行使できる。当該宣言の撤回はいつでも効力を発し、三年以内に当該締
約国によって考慮されなければならない。
５．この規程の非締約国について、裁判所は非締約国の国民によってもしくは
非締約国の領域内で行われた侵略犯罪に対して管轄権を行使することができ
ない。
６．検察官が侵略犯罪について、捜査を開始すべき合理的な基礎があると結論
づける場合には、第一に、検察官は関係国家の侵略行為を安全保障理事会が
決定しているかどうかを確認する。検察官は、国連の事務総長に対して、関
係する情報と書類を含めて、裁判所にかかっている事態を通知する。
７．安全保障理事会がそのような決定をした場合には、検察官は侵略犯罪につ
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いての捜査を開始できる。
８．通知後六ヶ月以内にそのような決定のなされなかった場合には、予審裁判
部門が第15条に含まれる手続に従って侵略犯罪の捜査の開始を許可し、第16
条に従って安全保障理事会が捜査開始を認めない決定をしなかった場合に限
り、検察官は侵略犯罪の捜査を開始できる。
９．裁判所以外の機関による侵略行為の決定は、この規程の下で行われる裁判
所の独自の見解に影響を及ぼすものではない。
10．本条は、第５条に言及されるその他の犯罪についての管轄権の行使に関す
る規定に影響を及ぼすものではない。
４．以下の文章を規程第15条 bisの後に挿入する；
Article 15 ter
侵略犯罪に対する管轄権の行使
（安全保障理事会による付託）
１．裁判所は、本条文の規定に従うことを条件として、第13条(b)項に従って、
侵略犯罪について管轄権を行使することができる。
２．裁判所は、締約国による改正の批准もしくは受諾が三十ヶ国となってから
一年経過後に行われた侵略犯罪に対してのみ管轄権を行使することができ
る。
３．規程改正の採択に必要な締約国の多数と同数の多数によって2017年１月１
日以降に下された決定を条件として、裁判所は、この規定に従い、侵略犯罪
について管轄権を行使することができる。
４．裁判所以外の機関による侵略行為の決定は、この規程の下で行われる裁判
所の独自の見解に影響を及ぼすものではない。
５．本条は、第５条に言及されるその他の犯罪についての管轄権の行使に関す
る規定に影響を及ぼすものではない。
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５．以下の文章を規程第25条３項の後に挿入する；
３bis. 侵略犯罪に関して、本条の規定は、国家の政治的もしくは軍事的行動を
実効的に支配もしくは支持する立場にある個人に対してのみ適用される。
６．規程第９条１項の最初の文は以下の文に置き換えられる；
１．裁判所は、第６、７、８条及び第８条bisの規程の解釈及び適用に当たり、
犯罪の構成要件に関する文書を参考とする。
７．規程第20条３項の敷居は以下の段落に置き換えられる。残りの段落はその
ままとなる；
３．第６、７、８条もしくは第8条bisまでの規程によっても禁止されている行
為について他の裁判所によって裁判されたいかなる者も、当該他の裁判所に
おける手続が次のようなものであった場合でない限り、同一の行為について
裁判所によって裁判されることはない。
付属書Ⅱ
犯罪の構成要件の改正
第８条bis
侵略犯罪
はじめに
１．第８条bis２項に言及されるいかなる行為も侵略行為とみなすと理解される。
２．犯罪者が、武力の行使に関して国連憲章に合致しないかどうかについて法
的検討をしたかどうかを証明する必要はない。
３．「明白な」という用語は客観的な基準である。
４．犯罪者が、国連憲章違反の「明白な」性質について法的検討をしたかどう
かを証明する必要はない。
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要件
１．犯罪者が侵略行為を計画、準備、開始又は実行した。
２．犯罪者は、侵略行為を行った国家の政治的もしくは軍事的行動を実効的に
支配もしくは指示する立場にある人間
※
であった。
３．侵略行為、すなわち一国による他国の主権、領土保全もしくは政治的独立
に対する、または国際連合憲章と両立しないその他の方法による武力の行
使、が行われた。
４．犯罪者は、当該武力行使が国連憲章違反となるということを証明する事実
的状況に気付いていた。
５．侵略行為が、その性質、重大性及び規模により国連憲章の明白な違反を構
成していた。
６．犯罪者は、事実的状況が国連憲章の明白な違反を構成することに気付いて
いた。
付属書Ⅲ
侵略犯罪についての国際刑事裁判所のローマ規程の改正に関する了解
安全保障理事会の付託
１．裁判所は、規程第13条(b)に従って安全保障理事会の付託に基づく場合、
第15条ter３項に基づく決定がとられて一年後以降、及び改正または受諾を
行った締約国が三十ヶ国に達して一年後、そのいずれか遅いほうに行われた
侵略犯罪に限り、管轄権を行使することができると理解される。
２．裁判所は、規程第13条(b)に従って安全保障理事会の付託に基づく場合、
関係国がこの点で裁判所の管轄権を受け入れているかどうかにかかわらず、
侵略犯罪について管轄権を行使しなくてはならないと理解される。 
※ 侵略行為の場合、一名以上の者がこの要件に合致する地位にあり得る。
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時間的管轄権
３．第13条(a)項もしくは(c)項の場合には、裁判所は第15条bis３項に従って決
定がとられた後、及び改正または受諾を行った締約国が三十ヶ国に達して一
年後、そのいずれか遅いほうに行われた侵略犯罪に限り、管轄権を行使でき
ると理解される。
侵略犯罪に対する国内管轄権
４．侵略行為の定義及び侵略犯罪を取り扱う改正はこの規程の目的でのみ取り
扱っていると理解される。この改正は、ローマ規程第10条に従って、この規
程の目的以外の目的のために現行の又は発展する国際法の規則を制限し、又
はその適用を妨げるものと解してはならない。
５．この改正は、他国による侵略行為に関して国家管轄権を行使する権利もし
くは義務を創出するものと解してはならない。
その他の了解
６．侵略は、違法な武力行使の最も重大で危険な形式であると理解される； 
侵略行為が行われたかどうかの決定は、それぞれの特定の事件について、国
連憲章に従って、関係する行為及びその結果の重大性を含む全ての事情を考
慮しなくてはならないと理解される。
７．侵略行為が国連憲章の明白な違反を構成するかどうかを証明するに当た
り、性質、重大性及び規模が「明白な」決定を正当化するのに十分でなくて
はならないと理解される。いずれの要素もそれ自身では明白性の基準を満た
すのに十分ではない。
